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14 後期高齢者医療 
 

◎後期高齢者医療制度・・・住民生活課国保住民班☎  42-2111  内線  212 

７５歳以上の方と一定以上の障がいのある６５歳以上７５歳未満の方（岩手県後期高齢者医療広
域連合の認 定を受ける必要があります）は、国民健康保険や社会保険等から脱退し、「後期高齢者医
療制度」で 医療機関にかかることになります。加入日は７５歳の誕生日からとなります。医療機関
などで受診 される際は、必ず後期高齢者医療制度被保険者証を提示してください。 

●６５歳以上の被保険者における「一定以上の障がい」とは 
 

手帳の名称等 障がいの程度 

国民年金法における障害年金 １級及び２級 

精神障害者保健福祉手帳 １級及び２級 

療育手帳 A 

身体障害者手帳 １級、２級、３級及び４級の一部 

●後期高齢者医療の被保険者の方は、被保険者証（保険証）を提示して受診し、医療費の１割（現 
役並み所得者は３割）を自己負担することになります。 

●自己負担割合 
 

負担割合 区 分 区 分 内 容 
 
 
１割 

一般 現役並み所得者、低所得者Ⅱ、低所得者Ⅰ以外の方 

低所得者Ⅱ 世帯の全員が村民税非課税の方（低所得者Ⅰ以外の方） 
 

低所得者Ⅰ 世帯の全員が村民税非課税で、その世帯の各所得が必要経費・控除（年 
金の所得は８０万円として計算）を差し引いたときに０円となる方 

 

 
 
 
 

３割 

現役並み所 

得者 

村民税の課税所得が１４５万円以上の被保険者やその方と同じ世帯の被 
保険者。ただし、年収が次の基準に満たない方は、役場住民生活課窓口 
に申請し、広域連合が認めると、自己負担割合が１割になります。 

①世帯に被保険者が１人の場合で、その年収が３８３万円未満のとき 
②同じ世帯に被保険者が複数で、その年収の合計が５２０万円未満のとき 
③世帯に被保険者が１人の場合で、その年収が３８３万円以上であって 
も、同じ世帯に７０～７４歳の方がいるときは、その方の年収を合わ 
せて５２０万円を超えないとき 

●入院時の負担 
（１）一般病床に入院したときの入院時食事代の標準負担額（１食あたり） 

 

所 得 区 分 標準負担額 

現役並み所得者 一般 ３６０円 
 

低所得者Ⅱ 
９０日までの入院 ２１０円 

過去１２か月で９０日を 
超える入院 

１６０円 

低所得者Ⅰ １００円 

（２）療養病床に入院したとき 
 

所得区分 １食当たりの食費 １日当たりの居住費 

現役並み所得者 一般 ４６０円 ３７０円 

低所得者Ⅱ ２１０円 ３７０円 

低所得者Ⅰ １３０円 ３７０円 

老齢福祉年金受給者 １００円 ０円 

（１）一般病床に入院したとき及び（２） 療養病床に入院したときにおいて、低所得者Ⅰ・Ⅱの 
方は、 入院の際に「限度額適用・標準負担額減額認定証」が必要になりますので、役場住民生 
活課窓口に申請してください。 
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●高額療養費の支給  

１か月（同じ月内）の医療費の自己負担額が下記の限度額を超えた場合、申請して認められ 
ると限度額を超えた分が高額療養費として支給されます。一度申請いただくと次回からは自動 
で指定の口座に振り込みます。 

 

 

所得区分 
 

外来（個人単位） 外来 + 入院（世帯単位） 

現役並み所得者 ５７，６００円 ８０，１００円 +（医療費―２６７，０００円）×１％（※1） 

一般 １４，０００円(※2) ５７，６００円 

低所得者Ⅱ ８，０００円 ２４，６００円 

低所得者Ⅰ ８，０００円 １５，０００円 

※1 現役並み所得者は、過去１２か月以内に外来＋入院の限度額を超えた支給が４回以上あった場 

合、４回目以降は４４，４００円。 

※2自己負担額の年間限度額（８月１日から翌年７月３１日までの間）として１４４，０００円。 
●高額介護合算療養制度（医療と介護の自己負担合算後の限度額） 

１年間（毎年８月～翌年７月まで）における後期高齢者医療保険と介護保険の自己負担額を 
合計し、基準額を超えた場合に、超えた金額を払い戻し、負担を軽減します。入院時の食事代 
や保険が適用されない差額ベッド代などは含みません。 
・医療と介護の自己負担合算後の限度額 

所  得 
基礎控除後の 

総所得金額等 

70 歳未満世帯 
所 得 区 分 

70～74 歳未満世帯 75 歳以上世帯 

医療保険+介護
保険 

医療保険+介護
保険 

後期高齢者医療
+介護保険 

901 万円超 
212 万円 

（175 万円） 
現 役 並
み 所 得
者 

村民税課税標準
が 145 万円以上
の方 

67 万円 
（89 万円） 

67 万円 
（89 万円） 

600 万円超 
 
901 万円以下 

141 万円 
（135 万円） 

一般 

村民税課税世帯
（現役並み所得
者・低所得者以
外の方） 

56 万円 
（75 万円） 

56 万円 
（75 万円） 210 万円超 

 
600 万円以下 

67 万円 

低 所 得
者Ⅱ 

村民税非課税世
帯の方（低所得
者Ⅰ以外の方 

31 万円 
（41 万円） 

31 万円 
（41 万円） 

210 万円以下 
60 万円 

（63 万円） 

低 所 得
者Ⅰ 
 

村民税非課税世帯で

世帯の各収入から必

要経費・控除額を差

し引くと所得が０円

になる方（年金収入

のみで 80 万円以下） 

19 万円 
（25 万円） 

19 万円 
（25 万円） 

村民税非課税

世帯 
34 万円 

 
 

●保険料の算定方法  

保険料は被保険者均等割（応益割）と所得割（応能割）に分けられます。保険料は医療費の給 
付などの状況から、２年ごとに見直しされます。保険料額は、年額５７０，０００円が限度額とな 
ります。 

・岩手県の保険料 
 

平成２８年度・２９年度の保険料率 

被保険者均等割額 所得割率 

３８，０００円 ７．３６％ 

所得割額＝（前年の総所得金額等―基礎控除額：３３０，０００円）×７．３６％ 
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●保険料の軽減 

①所得が少ない方への軽減  

所得が少ない方は、保険料が軽減されます。 
・均等割額の軽減 

 

軽減割合 世帯（被保険者と世帯主）の所得額 軽減後の均等割額 

９割軽減 
３３万円を超えない世帯のうち、被保険者全員の各種所得が０

円の世帯（公的年金控除額は８０万円として計算） 

３，５８０円 

８．５割軽減 ３３万円を越えない世帯 ５，３７０円 

 

５割軽減 
「３３万円＋２６万５千円×世帯の被保険者の数（世帯主で 
ある被保険者を除く）」を超えない世帯 

 

１７，９００円 

２割軽減 「３３万円＋４８万円×世帯の被保険者の数」以下 ２８，６４０円 

・所得割額の軽減 

 所得割額を負担する方のうち、所得割額の算定に用いる所得が５８万円以下の方は、所 
得割が２割軽減されます。（収入が年金のみの場合、年金収入が１５３万円から２１１万円 
までの方が対象となります） 

②被用者保険の被扶養者の方への特例  
後期高齢者医療制度に加入する前日まで、被用者保険（職場の健康保険など）の被扶養者だ 

った方は、所得割額はかからず、均等割額が７割軽減になります。（国保、国保組合に加入して 
いた方は該当しません）  


